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二次政策評価 二次政策評価
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0307 － 一般
学校教育活動促進費（北海道立学
校ふるさと応援事業費）

④

北海道の次代を担う人材を育成す
るため、ふるさと納税等を活用し、指
定校の特色ある教育活動及びグ
ローバル人材育成等の道立学校全
体に係る取組の充実を図る。

教育政
策課

1,090 473 0.3 1.4 1.7 14,367 － 現状維
持

引き続き、北海道の次代を担う人材
を育成するため、ふるさと納税等を
活用した取組の充実を図る。

－ － － － ⑥ ① 既に、寄附受付窓口については電
子申請等を活用して対応済み。

○ ① 既に、寄附受付窓口については電
子申請等を活用して対応済み。

現状維
持

0777 － 事務
国際交流推進に係る企画及び調整
等に関する事務

② 国際理解教育及び国際交流の推進
に係る各種調整・調査等の実施

高校教
育課

0 0 0.4 0.0 0.4 3,124 ③ 現状維
持

引き続き、国際交流事業の推進に
向けて、関係国・地域や学校等との
各種調整・調査等が必要であるた
め。

－ ④ ①

既に、打合せや協議についてはオ
ンライン会議アプリや電子メールを
活用しており、調査についても電子
メールを活用して対応済み。

－ ⑥ ①

既に、打合せや協議についてはオ
ンライン会議アプリや電子メールを
活用しており、調査についても電子
メールを活用して対応済み。

○ ① 既に見直し済であり、引き続き同様
の内容で実施する。

現状維
持

0778 － 一般 高校生交換留学促進事業費 ①

国際的視野を持った青少年を育成
し、北海道とカナダ・アルバータ州の
相互の友好と親善を促進するため、
道と同州の高校生の交換留学を行
う

高校教
育課

2,948 2,948 0.4 0.2 0.6 7,634 ③ 拡充
類似の交換留学事業との統合によ
り、事業費の拡充を検討する。

－ ④ ① 既に、事業の普及啓発をＨＰ等によ
り電子化対応済み。

－ ⑦ ① 既に、事業の普及啓発をＨＰ等によ
り電子化対応済み。

○ ①

対面による交換留学ができない場
合でも、オンラインによる交流など、
効果的な取組を進めるよう見直し
済。

拡充

0783 － 一般 青少年国際交流推進事業費 ①

姉妹友好提携地域等との青少年交
流事業を行い、グローバル人材育
成を加速化するとともに、国際交流
の強化を図る

高校教
育課

1,284 0 3.0 0.1 3.1 25,495 ③ 統合
類似の交換留学事業との統合によ
り、当該事業の廃止を検討する。

－ ④ ① 既に、事業の普及啓発をＨＰ等によ
り電子化対応済み。

－ ⑦ ① 既に、事業の普及啓発をＨＰ等によ
り電子化対応済み。

○ ①

対面による交換留学ができない場
合でも、オンラインによる交流など、
効果的な取組を進めるよう見直し
済。

統合

0813 － 一般
帰国・外国人児童生徒等教育推進
事業費

② 帰国・外国人児童生徒に対するきめ
細かな指導支援体制を整備

義務教
育課

3,235 2,341 0.2 1.6 1.8 17,293 － 現状維
持

引き続き、帰国・外国人児童生徒等
教育の推進に向けた支援体制の構
築及び日本語指導等担当教員の資
質向上を図る。

－ ④ ①
既に、可能な範囲内においてオンラ
インによる会議実施により対応済
み。

－ ⑥ ①
既に、可能な範囲内においてオンラ
インによる会議実施により対応済
み。

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ禍の状況に応じた事業内容の
見直しを図った。

現状維
持

0791 － 一般 グローバル人材育成推進事業 ①

豊かな語学力・コミュニケーション能
力、主体性・積極性、異文化理解の
精神を身に付け、国際的に活躍でき
るグローバル人材を育成するため、
高校生の海外留学等を促進する

高校教
育課

8,700 3,000 0.2 0.0 0.2 10,262 ③ 現状維
持

引き続き、グローバル人材の育成に
向けて、高校生の海外留学を促進
する取組が必要であるため。

－ ④ ① 既に、事業の募集・応募手続等を電
子媒体により実施済み。

－ ⑦ ① 既に、事業の募集・応募手続等を電
子媒体により実施済み。

○ ①

対面による生徒派遣や留学生派遣
ができない場合でも、オンラインによ
る派遣により、効果的な取組が行え
ないか検討する。

現状維
持

0 17,257 8,762 4.5 3.3 7.8 ■令和４年度　新規事業

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

国際理解教育の充実

一次政策評価
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Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見
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